
長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録状況等について 
産業労働部 産業政策課 

 

１ 登録者数（申請日：令和元年５月 20日～令和４年９月 30日まで） 

  1,722者 

  【内訳】 

第 １期・・・  80者（令和元年５月20日から６月末まで） 

第 ２期・・・  82者（令和元年７月１日から９月末まで） 

第 ３期・・・  70者（令和元年 10月１日から令和２年１月10日まで） 

第 ４期・・・ 145者（令和２年１月11日から３月末まで） 

第 ５期・・・ 101者（令和２年４月１日から６月末まで） 

第 ６期・・・  69者（令和２年７月１日から９月末まで） 

第 ７期・・・ 106者（令和２年 10月１日から令和３年1月 12日まで） 

第 ８期・・・ 144者（令和３年１月13日から３月 31日まで） 

第 ９期・・・ 176者（令和３年４月１日から６月 30日まで） 

第10期・・・ 173者（令和３年７月１日から９月 30日まで） 

第11期・・・ 184者（令和３年 10月１日から12月 31日まで） 

第12期・・・ 163者（令和４年1月１日から３月 31日まで） 

第13期・・・ 116者（令和４年４月１日から６月 30日まで） 

第14期・・・ 114者（令和４年７月１日から９月 30日まで） 

 

２ 産業区分 ※登録上の産業区分とは、主たる業務内容について、申請者が日本標準産業分類の大分類により区分したもの 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 地域別の登録状況 
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全登録者の事業所等の所在地

(1,722者）

（事業所数）

（割合）

業種 登録者数 構成比

建設業 524 30.4%
製造業 444 25.8%
サービス業（他に分類されないもの） 171 9.9%
卸売・小売業 161 9.3%
情報通信業 58 3.4%
宿泊業、飲食サービス業 53 3.1%
学術研究、専門・技術サービス業 52 3.0%
金融・保険業 37 2.1%
電気・ガス・熱供給・水道業 35 2.0%
医療・福祉 34 2.0%
運輸業、郵便業 28 1.6%
複合サービス事業 27 1.6%
農業 22 1.3%
教育、学習支援業 20 1.2%
林業 17 1.0%
不動産業、物品賃貸業 15 0.9%
生活産業サービス業、娯楽業 13 0.8%
分類不能の産業 9 0.5%
漁業 1 0.1%
鉱業・採石業・砂利採取業 1 0.1%
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４ アンケートの結果（ いずれも複数回答 ） 

 

  

（  ％）は設問の回答割合  回答数／有効回答1607者  
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自社活動とＳＤＧｓとの関わりを整理できた

ＳＤＧｓについて、社員一人一人の理解が深まった

目標設定を行い、全社で共有することで、ＳＤＧｓ達成への意識が高

まった

その他

Ｑ１：登録申請の段階で、取り組んで良かったと思われる点はどのような点ですか

（90.0%）

（32.9%）

（41.1%）
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ＳＤＧｓに対する知識が殆どなく、一から理解しなければならなかった

要件１、要件２の記載が難しかった

申請までに全社的な意識共有を図るのが難しかった

システムによる申請が分かりづらかった（難しかった）

制度の内容が想定していたものと違い、取り組む意義が感じられかった

その他

Q２：登録申請の段階で、困った点などはありましたか

（55.6%） 
（32.2%） 

（35.8%） 

（9.6%） 
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ＳＤＧｓの観点を（更に）経営に取り込んでいきたい

ＳＤＧｓを推進していることを広くＰＲしていきたい

ＳＤＧｓの推進を関連企業や取引先企業に呼び掛けていきたい

その他

Ｑ３：登録企業として、今後、どのように取り組んでいきたいと考えていますか

（82.0%） 

（71.4%） 

（37.8%） 

（者） 
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ＳＤＧｓに対する認知度の向上

公的機関による登録企業に対するメリットの付与

登録制度の国際標準化

その他

Ｑ４：今後、登録制度へ期待することはどんなことですか

（75.9%） 

（72.4%） 

（22.3%） 

（者） 



５ 登録制度や県のＳＤＧｓ施策について登録企業様からのご意見から抜粋 
（ 自由記述欄 ） 

 

・ 登録制度や県という単位での施策は、企業間の情報シェアが進むような企画や、企業間交流の取

組などがあると全体の繋がりを活かしやすくなり、企業単体では取り組むのが難しい目標17パ

ートナーシップについての貢献を期待しています。 

・ 県はＣＯ２固定量の増加と排出量削減のため、公共建物は基本的に全て木造へ移行し、エネルギ

ーは石油から木質バイオマスに変更していただければ、さらに有効な施策となると思います。 

・ 企業同士のマッチングを盛んにしていき、各企業協力のもとＳＤＧｓ活動がより活発化すること

で長野県全体のＳＤＧｓをさらに推進して日本で最も先進的なＳＤＧｓ県にしていきたい。 

・ 長野県のＳＤＧｓの活動を、県内だけでなく、県外へも発信していけたら嬉しく思います。 

・ 長野県独自の登録制度で素晴らしいと思います。ＳＤＧｓに参画する意識向上につながっている

と思います。 

・ 登録企業同士の交流、ＳＤＧｓに関係した各企業の取り組みの共有。 

・ 「長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度」への企業の登録メリットに関して、自治体による「人材の

獲得」に対する何かしらの具体的取り組みがあると、企業が今以上にＳＤＧｓへの関心を持ち、

取組むきっかけになるのではないかと思います。例えば、「地元の大学と地元のＳＤＧｓ推進企

業との架け橋的な制度やイベント」を行ったり、自治体や地元メディアによる「地元のＳＤＧｓ

推進企業の紹介」などが頻繁に行われると、これから産業の中心を担うミレニアム世代やＺ世代

への地元企業への就職を後押しし、人材不足が深刻な中小企業への何よりも魅力的なアピールに

なると思います。「ＳＤＧｓ未来都市」として、「地元の中小企業のＳＤＧｓへの取組が日本一」

となれば、全国から優秀な人材が集まり、地元産業が盛り上がることは間違いなしではないで 

しょうか。 

・ 「移住」に関して全国的に有名な長野県だからこそＳＤＧｓ推進企業が多く存在していることが

今以上に優秀な人材を県外から集めることのサポートになると確信しています。そのためにも、

自治体によるＳＤＧｓ推進企業のアピールが必要で、今以上のＰＲ戦略が必要と思っています。

特にＳＮＳを使ったＳＤＧｓ推進企業のアピールが不足していると思うので検討していただける

と幸いです。 

・ 県の入札、プロポーザルにおいてＳＤＧｓに結び付く案件にはＳＤＧｓ登録企業という資格を 

追加する。 

・ すべての目標についての取組みにチャレンジしていくことを確認させられた。 

・ 長野県に住んでいますが、こんなに良い県はありません。環境、住みやすさ、自然、人柄等。 

自分たちが自分で環境を壊すことは決して許されないと思っております。仕事柄、色々目に 



つきやすい職場ですが、より一層 SDGｓにかかわって社員教育もし、環境破壊が少しでもなく 

なるように努力します。このような機会をいただき再認識を社員といたしました。 

・ もっとSDGｓを社員と勉強して家庭や子供、地域にまで、このSDGｓが浸透、発展し、再認識し

実行できるようなものに少しでもなれればと思っております。この度はこのような機会を与えて 

てもらい感謝いたします。ありがとうございました。 

・ 長野県のSDGs登録制度は大変優れています。様式２を埋めるのは正直大変でしたが、終わって

みればいろいろ多面的に考えさせられ勉強になりました。 

・ 登録業者間での交流、そして、業者間で新たなＳＤＧｓの目標設定をすることで、ひとりひとり

の力は小さくとも、大きな輪を作ることで成し遂げられる数や大きさは、変化する独りよがりな

目標ではなく、地域単位で各企業同じ目標を 1つ作り取り組めたら良いと思う。 


